



































































































































































Treatiseof Taxes & Contributions,London,1662｡）とジェームズ・ステューアー
トの『経済学原理』1767年(James Steuart,1712-1780, An Inquiry into the Prin-












































































































































































を担って，しかも単純かつ「定式化のエレガントさ」(Fritz Karl Mann, 1883-












































ームズの『人間の歴史概要』1774年Henry Home, Lord Kames, Sketches






















Batiste Say, 1767-1832, Traite d'economie politique,ou simple exposi-
tion,｡｡…,2vols.,Paris 1803｡ をとおして，スミス的・古典派的財政論が指
導的財政学説となっていった2）。
－21－
　官房学の長い伝統をもつドイツにおいても，おおむねフランスと同様な
事情であった。『国富論』公刊の1776年には，はやくもその独訳，第１
巻が出版され，18世紀末頃には，スミス経済学説を手本に，経済や財政
を論ずる者もでてきた1）。
　19世紀に入ると，世紀初頭の最大の初期ドイツ財政学者ヤーコプの著
作によって2），および特に19世紀前半のドイツ最高の講壇経済学者・財
－22－
政学者ラウの著作をとおして1），スミス流・古典派流の経済・財政学説
は，19世紀前半におけるドイツの主流派的経済・財政学説ともなったの
である。当然租税原則論についても同様のことがいえるわけである。
　その結果でもあろうか。同時に時代がスミスの課税の第１原則を，純経
済的平等の原則からいわゆる公平原則へと，修正一般化させる解釈を試み
させることになった。これによって「スミスの課税の四原則が一層エレガ
ントな姿で，少なくとも時代の租税原則体系論の典型を示すものとして永
遠に残ることになった」（前掲拙稿（ユスティ租税原則論の学説史的意義
に）」，19ページ）のだ。
　5.租税原則論の成立とその出発
－23－
　以上に見てきたように，1766年という，まさに重商主義の時代をしめ
くくるか見えた時期に，あたかも重商主義的・官房学的租税原則論を総括
するかのように，ユスティの国民連帯的・福祉国家論的「大きな政府」観
にもとづく租税原則（体系）論が公表された。これにすぐ続いて，まさに
来るべき自由資本主義の時代を予見するかのような形で，1776年アダム
・スミスの個人主義的・自由主義的・法治国家論的・経済効率的「小さな
政府」観にもとづく租税原則（体系）論が世に問われたのである。
　かくして，租税原則論の歴史の世界に登場すべき二つの主要潮流を代表
する，二つの基本的タイプのものが，ともに18世紀後半に出そろったわ
けである。この時点で，いわば租税原則（体系）論が，学問的形態を整え
て一応の成立を見ることになった，といってよい。
　そして，ユスティのそれをもって，租税原則論の支配的潮流はその発展
の第１段階の頂点を極めた。次いでただちに，スミスのそれが，新たな主
要潮流として租税原則論の発展の第２段階をむかえることになった。既に
垣間見たように19世紀前半は，いわばスミス的租税原則論がその支配的
潮流として西欧世界に君臨していた，租税原則論の歴史の第２段階であっ
た，というわけである。
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